
東海第二原発は北 10km(東海村）にある。2011年の大震災に被災し、運転 43年が過ぎた老朽原発。30キロ圏内に 94万人が住む。 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

                          

  

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

ニュース さよなら原発 第１０１号（７・８月号）  2022．7．11 発行 

さよなら原発ひたちなか市実行委員会 
 

連絡先：ひたちなか市馬渡 2824-63 佐藤 英一  TEL:029-273-4775 

ホームページ：http://sayonaragennpatu.wixsite.com/mysite バックナンバーも掲載 ☝ 

    

・・・・
・ 

大谷市長など 5市 1村長も 
 

「原電の計画ありきではない。5 市 1 村

が主導権を持って対応する」 

「一つひとつ課題を検証し

実効性のある避難計画と

していく」と明快です。 

(裏面に詳細な説明) 

 

知事や市町村長の同意 見通しが立たない 

梶山経産大臣(当時)も 
 

「避難計画には実効性がなければならない」  

「避難計画がない中での、建設中の原発への核燃料 

装荷や再稼働が進むことは実態としてない」 

と答弁しています。(昨年３月 逢坂誠二衆議員(立民)に答弁) 
 

大井川知事は 
 

「実効性のある避難計画作成は、 

    もっともっと時間がかかる」 
   (2021年 6月記者会見) 

「県の了解なしで、試験運転 

は、ないと考える」(同年 

６月 江尻かな県議(共産)に答弁) 

  

東海第二原発の使用済燃料が冷えている今 

原電が廃止を決断すれば 
市民の避難計画は要らなくなります 

東海第二原発は、使用済み燃料が十分に冷えている今、原発廃止措置の進め方

が認可されれば、原発から 5キロ圏外の避難計画は要りません。また、この使用

済み燃料を乾式の容器に全部収納すれば 5キロ圏内も要らなくなります 。 

(根拠は原子力災害対策指針です) 
 

東海第二は 2024年 9月に完了目指し大規模工事中（その間は発電できない）ですが、

「（原発というのは） どれだけ対策を尽くしたとしても、事故は起きるものとして

考えるのが、防災に対する備えとしての基本です。」 
（原子力規制委員会更田委員長 令和 3年 4月 8日 衆議院原子力特別委員会） 

 

ましてや、東海第二周辺には 94 万人もいるため、避難所すら決まらないし、

避難するにも車は進みません（裏面に事例）。だから、水戸地裁も昨年３月、運転

してはならないと命じました。 
  

  被害地元民として、東海第二原発廃止の決断を求めていきましょう。 
 

＜ニュースの配り手と募金 のお願い＞ 
 

日頃のご支援に感謝します。ご協力頂ける方は、最寄りの会員、または

連絡先（佐藤）にご連絡ください。詳しくはその際にご説明します。 

tel:029-273-4775
http://sayonaragennpatu.wixsite.com/mysite


ニュース さよなら原発 第 101号 （7･8月号）  2022.7.11発行 

セシウムからの放射線は測定を開始した 2012 年 4 月から 3 年後に約半分に減りました。今後は減り方がゆるやかになるので

半減するのに約 30 年かかると推定されます。樹木の根元に濃縮されがちなので要注意です。 
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大谷 市長 の 回答 (4/26 付け) を、本会が要約して紹介します。 

１． 実効性のある避難計画とするために、「高齢者、障害者、入院患者等への支援

人員や移動手段の確保」「複合災害への対応」「避難所での感染症対策」など

の検討課題の一つひとつにしっかり対策・対応を考え、検証していく。市民

が計画を理解し適切に避難行動できなければ実効性があるとは言えない。 

２． 東海第二原発は、実効性のある避難計画を含め、市民の安全が確保されない

限り再稼働は出来ないものと認識している。原電に対して昨年 4 月の 5 市 1

村長の会合で、原発事故の想定や事故進展シナリオの情報提供を求めたが、

未だ提供がないので引き続き求めていく。 

３． 再稼働問題については、5 市 1 村長(首長懇談会)は新安全協定に基づき主導

権を持って対応する。原電（東海第二原発）のスケジュールありきではない。 

  ＊他市町村や原電に伝える、と市民生活部長から補足説明がありました。 

大谷市長 市民３団体に回答書 

女：ロシアからの石炭禁輸、天然ガス輸入不

安で、電力事情を心配するのは分かるけ

ど、浮足立たないことよね。 

男：電力の自給率が低いから不安に感じるわ

けさ。  

女：日本の再エネ割合の現状は 20％、2030

年目標が 36～38％。ヨーロッパ連合（Ｅ

Ｕ）の 2030年目標は 65％よ。日本は本

気になって再生エネルギーを増やさな

いと、いつもまでも不安が続くわけね。 

男：本当だ。                                                                           

女：東海第二原発は工事中なので、電力を消費す

るだけ。発電はできないよ。 

男：工事期間の 2024(令和 6)年 9月までダメだ。 

女：例年 6 月は電力需要が少ないので、発電所

はメンテナンスなの。 ところが、史上最速

の梅雨明け・猛暑になったので、東電等の予

測がくるい、節電が呼びかけられたわけよ。 

男：似たようなことが 3月 22日にもあり、異常

に寒い日で予想外の電力需要が発生した。相

馬沖の地震で火発がやられていたことも災

いしたね。                                                                    

梅雨明け猛暑で 「東海第二を動かせ」と 

意気込む人がいますが･･･

東海第二原発から 5 キロ圏外の人は、高い放射能濃度が観測されてから避難することになっ

ているため、被ばく具合の検査を避難途上の 30 キロ付近の検査所で受け、「検査済証」をもら

う必要があります。 

ひたちなかと水戸両市民の過半 22 万 4 千人の自家用車 77,696 台注１)

は、常磐道友部ＳＡ＋美野里ＰＡなどの検査所（13 検査レーン）で受験

しますが、全部が終わるのに 299 時間（12.5 日）注 2）もかかる計算です。

車は路上で何日も動けずガス欠に。市民はトイレも飲み水も食事もない

中、暑さで窓を開ければ放射能にさらされ、閉めていれば熱中症です。 

海岸沿い 51 号線が経路の市民は、鉾田市の大竹海岸付近の検査所で 69

時間（3 日弱）もかかります。 

注 1) 県ＨＰ「避難帯退域時検査所一覧」。5 キロ圏内の東海村は含まれない。 

注 2) 内閣府は、車 1 台の検査に 3 分必要（根拠は内閣府のガイダンスです。） 

僕を忘れないで！ 
 

 Ｕさん 

マイカーでの避難は地獄 (事例の検討) 


